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第三の二の３の⑷、⑹及び⑻並びに第三の三の４の⑴から⑶、⑹

の①及び②、⑺、⑻、⑽、⑾及び⒀から⒆を参照されたい。

第四 地域密着型介護予防サービス 第四 地域密着型介護予防サービス

一～二 （略） 一～二 （略）

三 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 三 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

１ （略） １ （略）

２ 介護予防小規模多機能型居宅介護 ２ 介護予防小規模多機能型居宅介護

⑴ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針 ⑴ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針

①～④ （略） ①～④ （略）

⑤ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、まず自ら提 ⑤ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、まず自ら提

供する指定介護予防小規模多機能型居宅介護の質の評価を行っ 供する指定介護予防小規模多機能型居宅介護の質の評価を行っ

た上で、各都道府県が選定した評価機関の実施するサービス評 た上で、各都道府県が選定した評価機関の実施するサービス評

価を受け、その評価結果を踏まえて総括的な評価を行い、常に 価を受け、その評価結果を踏まえて総括的な評価を行い、常に

その提供する指定介護予防小規模多機能型居宅介護の質の改善 その提供する指定介護予防小規模多機能型居宅介護の質の改善

を図らなければならないものであること。自己評価は、各事業 を図らなければならないものであること。自己評価は、各事業

所が、自ら提供するサービスを評価・点検することにより、サ 所が、自ら提供するサービスを評価・点検することにより、サ

ービスの改善及び質の向上を目的として実施するものであり、 ービスの改善及び質の向上を目的として実施するものであり、

事業所の開設から概ね六か月を経過した後に実施するものであ 事業所の開設から概ね六か月を経過した後に実施するものであ

る。自己評価結果の公表については、利用者並びに利用者の家 る。自己評価結果の公表については、利用者並びに利用者の家

族へ提供するほか、事業所内の外部の者にも確認しやすい場所 族へ提供するほか、事業所内の外部の者にも確認しやすい場所

に掲示する方法や、市町村窓口、地域包括支援センターに置い に掲示する方法や、市町村窓口、地域包括支援センターに置い

ておく方法、インターネットを活用する方法などが考えられる。 ておく方法、インターネットを活用する方法などが考えられる。

外部評価については、現在指定認知症対応型共同生活介護事業 外部評価については、現在指定認知症対応型共同生活介護事業

所において実施されている外部評価と同様に、都道府県が指定 所において実施されている外部評価と同様に、都道府県が指定

する外部評価機関が、事業所が行った自己評価結果に基づき、 する外部評価機関が、事業所が行った自己評価結果に基づき、

第三者の観点から、サービスの評価を行うことを想定しており、 第三者の観点から、サービスの評価を行うことを想定しており、

自己評価を行った後、事業所の開設後一年以内に実施すること 自己評価を行った後、事業所の開設後一年以内に実施すること

となっている。外部評価結果の公表については、事業所内で自 となっている。外部評価結果の公表については、事業所内で自

己評価結果の公表と同様の扱いのほか、外部評価機関がＷＡＭ 己評価結果の公表と同様の扱いのほか、外部評価機関がＷＡＭ

－ＮＥＴ上に公表する等が考えられる。なお、自己評価及び外 －ＮＥＴ上に公表する等が考えられる。

部評価の評価項目、その他必要な事項については、追って通知

する。

⑵ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針 ⑵ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針

① 予防基準第六十六条第一号から第三号は、介護支援専門員は、 ① 予防基準第六十六条第一号から第三号は、介護支援専門員は、

指定介護予防サービス等の利用に係る計画及び介護予防小規模 指定介護予防サービス等の利用に係る計画及び介護予防小規模
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多機能型居宅介護計画を作成しなければならないこととしたも 多機能型居宅介護計画を作成しなければならない（サテライト

のである。このため、介護支援専門員は、地域包括支援センタ 事業所の介護予防小規模多機能型居宅介護計画については研修

ー（介護予防支援事業者）の職員が行う業務と同様の業務を行 修了者が作成するものである。）こととしたものである。この

うことになる。また、介護予防小規模多機能型居宅介護計画の ため、介護支援専門員は、地域包括支援センター（介護予防支

作成に当たっては、主治医又は主治の歯科医師からの情報伝達 援事業者）の職員が行う業務と同様の業務を行うことになる。

や介護支援専門員が開催するサービス担当者会議を通じる等の また、介護予防小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たって

適切な方法により、利用者の状況を把握・分析し、指定介護予 は、主治医又は主治の歯科医師からの情報伝達や介護支援専門

防小規模多機能型居宅介護の提供によって解決すべき問題状況 員が開催するサービス担当者会議を通じる等の適切な方法によ

を明らかにし（アセスメント）、これに基づき、支援の方向性 り、利用者の状況を把握・分析し、指定介護予防小規模多機能

や目標を明確にし、提供するサービスの具体的内容、所要時間、 型居宅介護の提供によって解決すべき問題状況を明らかにし（ア

日程等を明らかにするのとする。なお、介護予防小規模多機能 セスメント）、これに基づき、支援の方向性や目標を明確にし、

型居宅介護計画の様式については、事業所ごとに定めるもので 提供するサービスの具体的内容、所要時間、日程等を明らかに

差し支えない。 するのとする。なお、介護予防小規模多機能型居宅介護計画の

様式については、事業所ごとに定めるもので差し支えない。

②～⑥ （略） ②～⑥ （略）

⑦ 同条第十三号及び第十四号は、介護支援専門員は、介護予防 ⑦ 同条第十三号及び第十四号は、介護支援専門員又は研修修了

小規模多機能型居宅介護計画に定める計画期間が終了するまで 者は、介護予防小規模多機能型居宅介護計画に定める計画期間

に一回はモニタリングを行い、利用者の介護予防小規模多機能 が終了するまでに一回はモニタリングを行い、利用者の介護予

型居宅介護計画に定める目標の達成状況の把握等を行うことと 防小規模多機能型居宅介護計画に定める目標の達成状況の把握

しており、当該モニタリングの結果により、解決すべき課題の 等を行うこととしており、当該モニタリングの結果により、解

変化が認められる場合等については、必要に応じて当該介護予 決すべき課題の変化が認められる場合等については、必要に応

防小規模多機能型居宅介護計画の変更を行うこととしたもので じて当該介護予防小規模多機能型居宅介護計画の変更を行うこ

ある ととしたものである

⑶～⑷ （略） ⑶～⑷ （略）

３ （略） ３ （略）


